
（令和２年度以前の住民税）

（令和元年分以前の所得税）

○基本的な違い

○所得控除の違い（令和２年度以前の住民税（令和元年分前の所得税））
①人的控除（条件にあてはまる人に認められる控除）

＊所得税と住民税の人的控除の差に基づく負担額の調整措置として調整控除があります。

②物的控除

　　　合計控除限度額　７万円

○税率の違い

税率
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住民税 所得税
〈前年所得課税〉 〈現年所得課税〉

〈賦課課税〉 〈申告納税〉

〈普通徴収〉

〈給与特別徴収〉

〈年金特別徴収〉

５,０００円

所得控除 住民税 所得税
　基礎控除 ３３万円 ３８万円

　配偶者控除 ３３万円 ３８万円

　老人配偶者控除 ３８万円 ４８万円

　配偶者特別控除 限度額　３３万円 限度額　３８万円

　一般の扶養控除 ３３万円 ３８万円

　特定扶養控除 ４５万円 ６３万円

　老人扶養控除 ３８万円 ４８万円

　同居老親等扶養控除 ４５万円 ５８万円

　障害者控除 ２６万円 ２７万円

　特別障害者控除 ３０万円 ４０万円

　同居特別障害者の場合 ５３万円 ７５万円

　寡婦・寡夫控除 ２６万円 ２７万円

　特別寡婦控除 ３０万円 ３５万円

　勤労学生控除 ２６万円 ２７万円

所得控除 住民税 所得税
生命保険料控除（新制度） 　　合計控除限度額　１２万円

　　内訳（一般・介護医療・個人年金分） 　　　　　　　　　限度額　各２万８千円 　　　　　　　限度額　  各４万円

生命保険料控除（旧制度） 　　　合計控除限度額　７万円 　　合計控除限度額　１０万円

　　内訳（一般・個人年金分） 　　　　　　　　　限度額　各３万５千円 　　　　　　　限度額  　各５万円

地震保険料控除 　　　合計控除限度額　２万５千円 　　合計控除限度額　５万円

　　内訳　地震保険料 　　　　　　　　　限度額　２万５千円 　　　　　　　限度額　  ５万円

　　　　　　（旧）長期損害保険料分 　　　　　　　　　限度額　１万円 　　　　　　　限度額　  １万５千円

住民税 所得税

５％から４５％の７段階に区分

課税される所得金額 速算控除額

１９５万円未満 ０円

１９５万円以上～３３０万円未満 ９７，５００円

３３０万円以上～６９５万円未満 ４２７，５００円

６９５万円以上～９００万円未満 ６３６，０００円

９００万円以上～１，８００万円未満 １，５３６，０００円

１,８００万円以上～４，０００万円未満 ２，７９６，０００円

４，０００万円以上 ４，７９６，０００円

対象所得
前年の１月～１２月の所得に対して課税されます。 その年の１月～１２月の所得に対して課税されます。

賦課方法
所得税の確定申告書、給与支払報告書、公的年金等支

払報告書などの各種資料に基づいて市が税額を計算

し、通知します。

納税者が、１年間の所得とその所得に対する税額を自分

で計算し、申告します。（確定申告）また、給与所得者

等の場合は給与等の支払者が支払時に税額を計算し、年

末に精算します。（源泉徴収と年末調整）

６月、８月、１０月、翌年１月の４回で納付していた

だきます。

６月～翌年５月までの給与から毎月差し引かれます。

４月から翌年２月までの年金から支払時に差し引かれ

ます。

均等割 無し
（市民税　３，５００円　　県民税　１，５００円）

納付方法

確定申告により年税額を確定し、納付します。

給与所得者と年金所得者などの場合は所得のあったとき

に源泉徴収され、その後、年末調整や確定申告をして精

算します。

10%　*所得割の税率

（市民税６％・県民税４％）

住民税と所得税の違い


